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答 申 第 ３ ３ ７ 号  
平成２３年２月１７日  

 
 千葉県知事 鈴木 栄治  様 

 

                    千葉県情報公開審査会 
                      委員長 大田 洋介 
 
 

異議申立てに対する決定について（答申） 
 平成２１年３月２７日付け政法第２５８７号による下記の諮問について、別

紙のとおり答申します。  
記 

 平成２０年６月１３日付けで異議申立人から提起された、平成２０年６月３

日付け政法第５４５号で行った行政文書不開示決定に係る異議申立てに対する

決定について 
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諮問第４１５号 

答   申 
第１ 審査会の結論 

千葉県知事（以下「実施機関」という。）の決定は、妥当である。 
第２ 異議申立人の主張要旨 
   異議申立人の主張要旨は、次のとおりである。 
 １ 異議申立ての趣旨 

 異議申立ての趣旨は、実施機関が、平成２０年６月３日付け政法第

５４５号で行った行政文書不開示決定（以下「本件決定」という。）

の取消しを求めるというものである。 
 ２ 異議申立ての理由 
   異議申立ての理由は、次のとおりである。 

(1)  千葉地方裁判所に千葉県が被告として提訴された事件（千葉地方裁判

所 平成１７年（ワ）第９７７号。以下「本件訴訟」という。）において、

裁判に要した費用、また裁判所に提出する資料等は、具体的に千葉県教

育委員会が対応しているとはいえ、もともとは千葉県から拠出された金

であり、また裁判所に提出した資料においてもその職責が問われている

千葉県が全く関与していないはずはない。 

(2)  本件訴訟は、被告千葉県代表者知事堂本暁子として提起されており、

実施機関が対象文書を保有していないはずはない。 

(3)  総務部政策法務課（以下「政策法務課」という。）が作成した千葉県訟

務資料（平成１７年度（第３２巻）。以下「訟務資料」という。）が、本

件対象文書に該当する。 

(4)  本件訴訟に係る情報を保有していなければ応訴することもできないは

ずである。 

(5)  千葉地方裁判所は訴訟の提起を受け、被告千葉県知事堂本暁子に対し

訴状の送付を行う。訴状は政策法務課が収受したはずであり、取得した

のである。 

(6)  教育委員会の裁判費用は県予算の一部であり、予算要求に対する査定

や執行をしたのは知事部局担当課であり、間接的ながら県が同委員会を

経由して予算執行したこととなる。 

(7)  異議申立人は千葉県訟務資料を意見聴取者に示し、請求に係る行政文

書を作成していないという主張が全くのでたらめであることを示した。

その作成意図が訴訟状況の概括的把握にあったとして作成したことを自

ら認めた。 
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第３ 実施機関の説明要旨 

   実施機関の説明要旨は、次のとおりである。 

１ 本件請求について 

異議申立人は、実施機関に対し、平成２０年５月９日付けで、同日付

け行政文書開示請求書の開示請求する行政文書の件名又は内容の欄を

「被告千葉県が、裁判に対応するために要した（支出した）費用（職員

の出張等、弁護士費用等含む）、開催した会議、作成した情報（裁判所

に提出したものを除く）２００５年より本請求収受日まで、起案書含む

及び裁判を維持するために招請した人、入手した資料。」（以下「本件

対象文書」という。）とする開示請求（以下「本件請求」という。）を

行った。 

当該請求書には、本件訴訟に係る証拠説明書（平成２０年２月２９日

付け）の写しが添付されており、異議申立人が実施機関に対して、当該

写しにより本件対象文書を特定するように求めがあり、実施機関は当該

請求書に記載された「裁判」とは、本件訴訟であると確認した。 

２ 本件決定について 

実施機関は、本件請求について、開示請求に係る行政文書を保有してい

ないためとして本件決定を行った。 

３ 本件決定の理由について 

   本件対象文書は、本件訴訟の遂行に伴い作成される類の文書であると解

されるため、知事の事務部局（以下「知事部局」という。）において訴訟を

総括している政策法務課が、自らの課において、本件対象文書の保有の有

無について調べたが、本件対象文書の保有を確認できなかった。なお、知

事部局の各課の事務分掌により本件対象文書を保有する可能性を有すると

思慮される課に、保有の有無を照会したところ、保有は確認できなかった。 

４ 異議申立ての理由について 

(1)  本件訴訟は裁判の内容が教育委員会の事務に関する案件であるので、

教育庁が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条の２により

補助執行として担当しているところであり、裁判に関する費用の支出事

務も教育委員会が担当している。また、担当している課以外の課は、仮

に合議等により担当課の事務内容について承知していることがあったと

しても、行政文書を保有しているとは限らない。 

(2)  訟務資料は、県に関する訴訟の状況を概括的に把握するために、政策

法務課が訴訟事案に関し、係属裁判所、事件番号、事件概要等の情報を

取りまとめ、閲覧に供している資料である。訴訟を担当している課に情

報の提供を求めているが、訴訟の遂行に関する具体的な情報の提出は求
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めていないし、訟務資料に記載もしていない。本件対象文書に該当した

としても一般の閲覧に供されていることから、千葉県情報公開条例（平

成１２年千葉県条例第６５号）第１８条第２項により、条例による開示

に関する規定が適用されない文書である。 

第４ 審査会の判断 

千葉県情報公開審査会（以下「審査会」という。）は、異議申立人の主張

及び実施機関の説明を基に調査審議した結果、次のとおり判断する。 

 １ 本件請求及び本件決定について 

   本件請求及び本件決定の経緯は、第３の１及び２のとおりである。 

 ２ 行政文書の不存在について 

   実施機関は、本件対象文書を保有していないと説明するので、次のとお

り検討する。 

(1)  本件訴訟の訴状の送達について 

ア 本件訴訟の概要は、千葉県立高等学校に所属する職員の言動等に対

して県等に損害賠償等を求めた事件であり、本件訴訟は民事訴訟であ

るから、民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）第１３８条第１項の

規定により、訴状は、被告に送達されることとなる。 

イ 送達の方法は、民事訴訟法第１編第５章第４節に規定されている。

審査会において、審査会事務局をして教育委員会に本件訴訟の訴状に

おける当該方法を確認させたところ、被告千葉県代表者知事あてに特

別送達された郵便物であった。 

ウ  実施機関の説明によれば、当該郵便物は、政策法務課で受領したと

考えられるが、受領した後、主務課の所属職員が配布を受け、文書主

任及び文書主任補が収受し取得するとのことであり、また、受領した

政策法務課で文書を複写することはないとのことであった。 

エ 実施機関あてに到達した郵便物を、主務課ではなく政策法務課で受

領し、主務課において取得するという文書等の取得の手続に不合理な

点は認められず、受領した政策法務課で文書を複写する必要性も乏し

いことから、実施機関の説明に不合理な点は認められない。 

(2)  本件訴訟の民事訴訟に関する手続について 

ア 担当している課以外の課は、仮に合議等により担当課の事務内容に

ついて承知していることがあったとしても、行政文書を保有している

とは限らないとの実施機関の説明について次のとおり検討する。 

イ  補助執行について 

(ｱ) 組織機構や職員の配置の重複を避け、行政の能率的処理と一体性

の保持とに寄与させる観点から、地方自治法第１８０条の２の規定
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により、普通地方公共団体の長は、その権限に属する事務の一部を、

普通地方公共団体の委員会、委員会の委員長、委員の事務を補助す

る職員又はこれらの執行機関の管理に属する機関の職員をして補助

執行させることができるとされている。 

(ｲ) この規定により県では、教育委員会の事務に関する訴訟であって、

被告が千葉県で実施機関が当該被告を代表する者であるものについ

て、教育庁の職員に補助執行させている。 

ウ 審査会において、審査会事務局をして教育委員会及び実施機関に本

件訴訟の民事訴訟に関する手続における行政文書の保有の状況を確認

させ、説明を求めたところ、次に掲げる事項を確認した。 

(ｱ)  平成１７年７月２０日付けで決裁された「千葉地方裁判所平成１

７年（ワ）第９７７号接近禁止等請求事件に係る代理人の選任及び

訴訟委任契約等について」で、次に掲げる事項が確認されたこと。 

a   決裁を受けた事項は次に掲げる事項であること。 

    (a)  請求棄却の判決を求めて応訴すること。 

(b)  弁護士を訴訟代理人に選任すること。 

(c)  当該弁護士と訴訟委任契約を締結すること。 

(d)  当該弁護士に訴訟委任状を交付すること。 

(e)  教育庁の職員を被告千葉県のために訴訟を行う職員に指定し、

指定書を千葉地方裁判所に提出すること。 

b   決裁の内容に係る事務を所掌する教育庁企画管理部長の回議を

経て教育振興部長に合議し、教育長の決裁を受け、総務部財政課

長を経て総務部長に合議し、実施機関の決裁を受けていること。 

c   合議及び決裁した実施機関でこの決裁文書に係る行政文書は保

有していなかったこと。 

(ｲ)  上記(ｱ)以外の手続については、訴訟代理人及び実施機関が指定し

た本件訴訟を行う職員が行い、本件訴訟の経過に伴い教育委員会教

育長まで報告するとの説明があったこと。また、現に「平成１７年

（ワ）第９７７号接近禁止等請求事件経過報告について」は、教育

長の供覧を受けており、実施機関でこの供覧文書に係る行政文書は

保有していなかったこと。 

(ｳ)  上記(ｱ)及び(ｲ)以外に実施機関は行政文書を保有していないこと。 

エ 本件訴訟の概要は、上記(1)アのとおりであり、本件訴訟は、教育委

員会の事務に関する訴訟であると認められる。また、上記ウ(ｱ)a(e)で

実施機関が教育庁の職員を本件訴訟を行う職員に指定していること、

上記ウ(ｱ)b 及び(ｲ)で教育長の決裁を受けていることから、実施機関が
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本件訴訟を行う事務を教育庁の職員に補助執行させていると認められ

る。 

オ したがって、補助執行という制度のもとで、本件訴訟の民事訴訟に

関する手続における行政文書は、現に補助執行している教育庁の職員

が所属する教育委員会で保有しており、実施機関は当該文書を保有し

ていないことから、実施機関の説明に不合理な点は認められない。 

(3)  本件訴訟の予算、支出及び決算について 

ア 知事部局の課が担当課となって裁判費用の支出事務を行っていると

いう事実はないとの実施機関の説明について次のとおり検討する。 

イ 予算、支出及び決算については、地方自治法、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号）、地方自治法施行規則（昭和２２年内務省令第

２９号）、千葉県財務規則（昭和３９年千葉県規則第１３号の２）等に

基づき事務が行われている。 

(ｱ)  同規則第１５条第３項及び同規則第２１条において準用する同規

則第１５条第３項の規定により、総務部長は、必要に応じ、歳入歳

出予算要求書及び歳入歳出補正予算要求書のほか、別に予算編成に

関する資料を各部長に提出させることができるとされ、同規則第１

９第１項の規定により、総務部長は、総務部財政課長をして同規則

第１５条第２項の規定により提出された要求書を調査させなければ

ならないとされている。 

(ｲ)  同規則第１３４条の規定により、支出の証拠書類が定められてお

り、千葉県財務規則の運用について（通達）（昭和６０年１２月２日

制定）第１３３条、１３４条関係で、当該書類の保管は各課及びか

いにおいて保管することとされている。 

ウ 審査会において、審査会事務局をして実施機関に本件訴訟に対応する

ための予算に係る行政文書の保有の状況について説明を求めたところ、

当該資料は必要に応じて提出させることができるのであって、常に提出

させるものではなく、当該調査に当たって、資料の提出を求めなければ

調査できないということもないとの説明であった。 

エ  これを確認するため、審査会において、審査会事務局をして実施機

関に当該文書の保有の状況を確認させたところ、同規則第１５条第３

項及び同規則第２１条において準用する同規則第１５条第３項に規定

する資料を提出するよう求めた行政文書、当該調査に当たって教育長

に資料を提出するよう求めた行政文書等で本件訴訟に対応するための

予算であることが記録された行政文書は保有していなかったことを確

認した。 
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 オ  また、審査会において、審査会事務局をして教育委員会及び実施機関

に本件訴訟に対応するための支出及び決算に係る行政文書の保有の状

況を確認させたところ、本件訴訟における支出の証拠書類は、教育庁企

画管理部教育総務課において保管されており、実施機関において本件訴

訟に対応するための支出及び決算であることが記録された行政文書は

保有していなかったことを確認した。 

カ したがって、実施機関の説明に不合理な点は認められない。 

(4) 訟務資料について 

ア 訟務資料は、終結事件、発生事件及び参考資料で構成され、本件訴

訟は発生事件に記録されている。発生事件は、番号、事件名、当事者

等、裁判所、事件番号、（終結の有無）、概要及び主務課（１７年度）

の欄で構成されている。また、本件訴訟について当該各欄に掲げる情

報が記録されていると認められる。 

イ 実施機関の説明によれば、当該資料は、県に関する訴訟の状況を概

括的に把握するために、政策法務課が訴訟事案に関し、訴訟を担当し

ている課に係属裁判所、事件番号、概要等の情報の提供を求め、それ

に基づいて作成し、一般の閲覧に供している資料であり、当該資料を

作成する目的から、訴訟の遂行に関する具体的な情報の提供を求めて

いないし、当該資料に記載もしていないとのことである。 

ウ 審査会において、審査会事務局をして実施機関に本件訴訟における

当該情報の提供及び当該資料の閲覧の状況を確認させたところ、次に

掲げる事項を確認した。 

(ｱ)  本件訴訟について、実施機関は、当該各欄の情報のみを提供する

よう求め、教育委員会は、当該情報のみを提供したこと。 

(ｲ) 当該資料は、千葉県文書館において、県民の利用に供することを

目的として管理している行政文書であり、一般に閲覧させているこ

と。 

エ 当該資料は、平成１７年度に終結及び発生した訴訟及び調停事件の

概要、平成１７年度訴訟発生終結件数並びに平成１８年４月１日現在

担当部局審級別件数が掲載されており、県に係る訴訟及び調停事件の

概要及び件数を記録した資料であると認められ、当該資料を作成する

目的は県に関する訴訟の状況を概括的に把握するためとの実施機関の

説明に不合理な点は認められない。また、上記ウ(ｱ)のとおり当該資料

を作成する際に、当該資料に掲載された内容以外の情報の提供はなか

ったとのことであった。 

オ したがって、「被告千葉県が、裁判に対応するために」「作成した情
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報」及び「裁判を維持するために」「入手した資料」といった本件請求

の対象となる行政文書とはいえない。 

カ 千葉県情報公開条例第１８条第２項の規定により、県の文書館にお

いて県民の利用に供するために管理され、閲覧することができる行政

文書については、行政文書の開示の規定による開示を行わないとされ

ている。 

キ 当該資料は、上記オのとおり本件対象文書ではない。また、当該資

料は、上記ウ(ｲ)のとおり県民の利用に供するために管理され、閲覧す

ることができる行政文書であり、千葉県情報公開条例第１８条第２項

の規定により、条例第２章第１節（行政文書の開示）の規定は適用し

ないものであると認められる。 

３ 異議申立人の主張について 

  異議申立人は、その他種々主張しているが、審査会の判断に影響を及ぼ

すものではない。 

４ 結論 

以上のとおり、実施機関が行った本件決定は、妥当である。 

第５ 審査会の処理経過 

   審査会の処理経過は、別紙のとおりである。 
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別紙 

審査会の処理経過 

 

年月日 処理内容 

平成２１年 ３月２７日 諮問書の受理 

平成２１年 ５月２０日 実施機関の理由説明書の受理 

平成２２年 ９月２８日 
審議 

実施機関から不開示理由の聴取 

平成２２年１１月３０日 審議 

平成２２年１２月２１日 審議 

  

 

（参考） 

千葉県情報公開審査会第２部会委員 

 

氏名 職業等 備考 

泉 登茂子 公認会計士  

大田 洋介 城西国際大学非常勤講師 部会長 

木村 琢麿 千葉大学大学院専門法務研究科教授  

鈴木 牧子 弁護士 部会長職務代理者 

 

（五十音順：平成２２年１２月２１日現在） 

 


